




































































































化家族」とは，2008年 3月 21日に制定された「多文化家族支援法」の第 2条によると次のようである。

































































































































































































注⑴ 国連推計のデータ：http://esa.un.org/unpp/（2009年 7月 29日閲覧）
　⑵ 尹文九「アジア型福祉政策とワークフェア」進藤榮一・平川均編者『東アジア共同体を設計する』日本経
済評論社，2006年，157頁
　⑶ 朝倉征夫『多文化教育』成文堂，1995年，3頁
　⑷ 同上，4頁
　⑸ 吉田正岳「光州市民の文化的主体形成―光州の地域文化と「文化の家」の活動」黄宗建編著他『韓国の社
会教育・生涯学習―市民社会の創造に向けて―』エイデル研究所，2006年，222頁
　⑵ 小林文人「韓国の社会教育・生涯学習をどう理解するか」黄宗建編著他『韓国の社会教育・生涯学習―市
民社会の創造に向けて―』エイデル研究所，2006年，10頁
　⑺ 其輪真理「人材交流移動とヒューマン・キャパシティーの構築」進藤榮一・平川均編著『東アジア共同体
を設計する』日本経済評論社，2006年，281頁
　⑻ 前掲「人材交流移動とヒューマン・キャパシティーの構築」『東アジア共同体を設計する』，282頁
　⑼ 同上，282頁 
　⑽ 立原繁「問われる人材自由化の是非」東海大学平和戦略国際研究所編著『東アジアに「共同体」はできるか』
社会評論社，2006年，160頁 
　⑾ 同上，162頁
　⑿ 韓国労働研究院（KLI） 
　⒀ 前掲「人材交流移動とヒューマン・キャパシティーの構築」『東アジア共同体を設計する』，287頁
　⒁ 前掲『多文化教育』，3頁
　⒂ 朝倉征夫「教育とは」橋本太郎編著他『教育学研究』酒井書店，1992年，228頁
　⒃ 同上
　⒄ 女性家族部ホームページより（業務現況報告 2010.4.14閲覧）
　⒅ 多文化家族支援センターのホームページより（http://tmfc.familynet.or.kr 2010.8.3閲覧）
　⒆ 韓国の義務教育は小学校，中学校の 9年間となる。
